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臨
時
国
会
に
政
府
か
ら
提
出
予
定
の
法
案
の
う

ち
、
産
業
政
策
関
連
で
は
、
情
報
処
理
促
進
法
改

正
案
と
会
社
法
改
正
案
が
あ
り
ま
す
。 

情
報
処
理
促
進
法
改
正
案
は
、
デ
ジ
タ
ル
社
会

に
対
応
し
た
各
企
業
の
経
営
改
革
を
後
押
し
す
る

と
と
も
に
、
社
会
全
体
で
の
デ
ー
タ
連
携
・
共
有

を
促
し
、
か
つ
安
全
性
の
確
保
を
図
ろ
う
と
す
る

も
の
で
す
。 

会
社
法
改
正
案
に
つ
い
て
は
、
社
外
取
締
役
の

設
置
の
義
務
付
け
が
注
目
さ
れ
て
い
ま
す
。
社
外

取
締
役
は
す
で
に
多
く
の
企
業
で
置
か
れ
て
い
ま

す
が
（
＊
）、
法
律
に
明
記
す
る
こ
と
で
投
資
家
に

企
業
統
治
強
化
を
ア
ピ
ー
ル
す
る
ね
ら
い
が
あ
り

ま
す
。 

＊
東
証
の
２
０
１
８
年
調
査
で
は
全
上
場
企
業
の
97
・
７
％ 

  

情
報
処
理
促
進
法
改
正
案
の
概
要
は
図
表
１
の

通
り
で
す
。
改
正
内
容
は
大
き
く
３
つ
あ
り
ま
す

が
、
特
に
注
目
し
て
い
る
の
は
情
報
処
理
安
全
確

保
支
援
士
（
支
援
士
）
の
更
新
制
（
３
年
ご
と
）

の
導
入
で
す
。（
赤
線
囲
い
部
分
） 

支
援
士
資
格
は
、
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対

策
を
担
え
る
人
材
確
保
の
た
め
、
２
０
１
６
年
10

月
に
新
た
な
国
家
資
格
と
し
て
誕
生
し
ま
し
た
。

電
機
産
業
に
も
関
わ
り
が
深
く
、
登
録
者
数
約
１

万
９
千
人
（
２
０
１
９
年
10
月
現
在
）
の
う
ち
、

電
機
連
合
加
盟
企
業
に
所
属
す
る
者
は
３
０
０
０

人
を
超
え
て
い
ま
す
（
＊
）。 

＊
情
報
処
理
安
全
確
保
支
援
士
検
索
サ
ー
ビ
ス 

（h
ttp

s
:/

/
ris

s
.ip

a
.g

o
.jp

/

）
よ
り
、
電
機
連
合
が
把
握
し
た
。 

                      

た
だ
、
職
場
か
ら
は
資
格
の
取
得
・
維
持
に
関

す
る
費
用
の
高
さ
な
ど
が
課
題
と
し
て
挙
げ
ら
れ

て
い
ま
す
。
図
表
２
は
、
そ
の
諸
費
用
を
ま
と
め

た
も
の
で
す
。
資
格
取
得
時
に
は
登
録
手
数
料
や

免
許
料
が
か
か
る
他
、
定
期
的
な
講
習
受
講
が
義

務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
、
最
初
の
３

年
目
ま
で
に
16
万
５
４
０
０
円
、
以
降
は
３
年
間

で
14
万
円
ず
つ
と
決
し
て
安
く
な
い
費
用
が
か

か
り
ま
す
。 

費
用
面
だ
け
が
ネ
ッ
ク
に
な
っ
て
い
る
と
は
言

え
ま
せ
ん
が
、
現
に
、
支
援
士
の
受
験
者
数
、
合

格
者
数
は
と
も
に
、前

身
の
情
報
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス

ト
試
験
に
比
べ
、減
少

傾
向
に
あ
り
ま
す
。政

府
は
２
０
２
０
年
ま

で
に
３
万
人
超
の
有

資
格
者
確
保
を
目
標

と
し
て
い
ま
す
が
、そ

の
達
成
が
危
ぶ
ま
れ

ま
す
。 

   

 

そ
こ
で
、
電
機
連
合
で
は
、
支
援
士
の
「
資

格
取
得
推
進
の
た
め
、
登
録
料
・
講
習
費
用
の

低
減
を
図
る
」
よ
う
要
請
し
て
い
ま
す
が
（
２

０
１
９
年
政
策
協
議
）
、
改
正
法
案
で
は
更
新
制

（
３
年
ご
と
）
の
導
入
が
盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。

現
行
法
に
も
、
講
習
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
こ
と
、
受
講
し
な
け
れ
ば
登
録
を
取
り
消
さ

れ
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
が
定
め
ら
れ
て
い
ま

す
が
、
そ
こ
へ
新
た
に
更
新
制
を
導
入
し
よ
う

と
し
て
い
ま
す
。
技
術
レ
ベ
ル
の
維
持
・
向
上

は
重
要
で
す
が
、
普
及
が
妨
げ
ら
れ
る
の
で
は

な
い
か
と
懸
念
し
ま
す
。 

更
新
制
導
入
の
背
景
は
何
か
、
具
体
的
な
仕

組
み
は
ど
う
な
る
の
か
（
手
続
き
や
費
用
）
、
な

ど
を
明
ら
か
に
し
た
上
で
、
そ
の
是
非
を
検
討

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
電
機
連
合
で
は
、
加

盟
組
織
と
連
携
し
、
組
織
内
議
員
を
通
じ
て
法

案
審
議
で
の
意
見
反
映
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。 

臨時国会の産業政策関連法案 

情報処理安全確保支援士の更新制導入に注視を 
10 月４日に第 200 回臨時国会が開会しました（会期は 12 月９日まで）。今国会では、15 本の政府提出法

案が予定されており、これは第２次安倍政権以降で昨年の 13 本に次ぐ少なさです（条約審議は日米貿易

協定と日米デジタル貿易協定の２本）。そのうち、産業に関わる法案として、電機連合では情報処理促進

法改正案に注目しています。 

                                    電機連合 総合産業・社会政策部門 

電機連合＠見える化通信 Vol.１０２（２０１９.10） 「見える化通信」では、難しそうで見えづらい政策課題の中身を月に一回紹介します。

■図表１ 情報処理促進法改正案の概要（経済産業省） 

■図表２ 情報処理安全確保支援士の取得・ 

維持に関する諸費用 
登録手数料 １０,７００円

登録免許料 ９,０００円

講習
費用

オンライン講習（年に１回） ２０,０００円

集合講習   （３年に１回） ８０,０００円

出所：電機連合が作成 


